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緊急消防援助隊に係る応援等実施計画及び受援計画について 

 

 このことについては、「緊急消防援助隊運用要綱にかかる留意点について」（平成１６年

３月２６日付け消防震第２０号）に基づき計画の策定等についてお願いしているところで

すが、昨年の緊急消防援助隊の出動事例等を踏まえて、本日付け消防震第１４号により緊

急消防援助隊運用要綱（以下「要綱」という。）を改訂することとしており、この要項改訂

と合わせて、応援等実施計画及び受援計画についても、下記のとおり策定又は見直しを行

われるようお願いします。 

 

記 

 

１ 応援等実施計画 

要綱第３条第３項の都道府県隊応援等実施計画については、平成１６年３月２６日付

け消防震第２０号「緊急消防援助隊運用要綱に係る留意点について」中の別添２の参考

例を参照の上、必要な事項を定めていただきたいこと。 

また、東海地震及び南関東地域直下型地震における緊急消防援助隊の運用方針等につ

いては、平成１７年２月４日付け消防震第２号により通知しているので、進出拠点にい

たる出動ルート等について各都道府県及び消防機関において、検討いただきたいこと。 

 

２ 受援計画 

要綱第２１条の受援計画については、別添の参考例を参照の上、まだ策定されていな

い団体においては早急に策定いただきたいこと。また、策定済みの団体においても、要

綱第１０条の緊急消防援助隊調整本部に関する事項をはじめ必要な事項について、適宜

検討を加え、所要の見直しを行っていただきたいこと。なお、緊急消防援助隊調整本部

は、市町村災害対策本部又は都道府県災害対策本部が設置された場合においては、それ

らの中でその機能を果たすとすることで差し支えないものであるが、努めて災害対策本

部に近接する場所に独立して設置していただきたいこと。 

また、受援計画の内容を適宜地域防災計画にも反映させる等両計画の整合を図られた

いこと。 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/enjotai-keikaku/sankourei.pdf


 

３ その他 

(1) 応援等実施計画及び受援計画については、全国合同訓練、地域ブロック合同訓練

及び震災訓練等の機会を通じて検証し、その実効性の確保に努めていただきたいこと。 

(2) 緊急消防援助隊調整本部の運用の徹底について（平成１６年１１月９日付け消防

震第７６号）に基づき、緊急消防援助隊調整本部運営員の指定についてお願いしてい

るところあるが、人事異動等により変更があった場合は、その都度、役職名及び氏名

を都道府県及び代表消防機関相互に通知するとともに、都道府県を通じて消防庁に対

しても連絡していただきたいこと。 

(3) 平成１４年４月２６日付け消防災第４３号「緊急消防援助隊受援計画の策定につ

いて」は、廃止すること。 
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